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取引 時 確認 の 適正 な 実施 に つい て 


本 文書 は 、 監 督 上 の 着眼 点 で ある 「 取 引 時 確認 の 適正 な 実施 」 に 関す る 一 般 
的 な 留意 点 に つい て 、 こ れ ま で 行わ れ た 関係 法令 の パブ リッ クコ メン ト に お け 
る 回 答 を 踏ま え 取り 纏め た も の で ある 。 

( 注 ) な お 、 以 下 で は 、 平成 26 年 法律 第 117 号 に よる 改正 後 の 犯罪 に よる 収益 の 移転 防止 に 

関す る 法律 を 「 法 」 と いい 、 平 成 27 年 内 閣府 等 令 第 3 号 に よる 改正 後 の 法 施行 規則 を 「 規 

則 」 と いう ほか 、 用 語 の 意味 は 監督 指針 及び 事務 ガイ ドラ イン で 示し た も の と 同一 と す 

る 。 


1. 自然 人 に まで 遡っ た 実質 的 支配 者 の 確認 








顧客 等 か ら 、 規 則 第 11 条 第 2 項 第 1 号 か ら 同 項 第 3 号 ま で に 該当 する 自然 
人 を 把握 し て いな いと の 申告 を 受け た 場合 、 同 項 第 4 号 の 自然 人 を 実質 的 支配 





者 と する 申告 を 受け る こと は 認め られ る か 。 

・ 実質 的 支配 者 の 確認 は 、 顧 客 等 か ら 申 告 を 受け る 方 法 に より 行い 、 顧 客 
等 は 、 自 ら の 実質 的 支配 者 が いずれ の 者 で ある か 、 そ の 事業 活動 を 通じ 
て 知り 得 た あら ゆる 情報 を 基 に 判断 し 、 代表 者 等 が その 実質 的 支配 者 の 
情報 を 申告 する こと に な る が 、 代 表 者 等 が 然るべき 確認 を し て も な お 、 
資本 関係 が 複雑 で る や る な どの や お む を 得 な い 理由 に より 、 当 該 法 人 の 規則 
第 11 条 第 2 項 第 1 号 か ら 同 項 第 3 号 ま で に 該当 する 者 を 把握 で き な い 
場合 に は 、 同 項 第 4 号 に 規定 する 自然 人 を 実質 的 支配 者 と し た 申告 を 受 
ける こと は 認め られ る 。 同紙 参照 
また 、 顧 客 等 が 申告 の 際 に その 実質 的 支配 者 を 把握 し て いな い 場 合 で あ 
っ て も 、 顧 客 等 が その 実質 的 支配 者 を 確認 で きる 場合 に は 、 取 引 の 性 質 
等 に 応じ て 、 取 引 開 始 後 、 合 理 的 な 期間 内 で その 申告 を 受け る こと は 可 
能 で ある 。 
顧客 等 が 、 特 定 事業 者 の 知識 、 経 験 及び その 保有 すす る デー タベース 等 に 
照ら し て 合理 的 で な いと 認め られ る 者 を 実質 的 支配 者 と し て 申告 し て 
いる 場合 に は 、 正 確 な 申告 を 促す 必要 が ある 。 

な お 、 正 当 な 理由 な く 申 告 に 応じ な い 顧 客 と の 取引 に つい て は 、 法 第 5 
条 に 基づく 義務 の 履行 の 拒否 及び 法 第 8 条 に 基づく 疑わ し い 取 引 の 届出 
の 可能 性 を 検討 する 必要 が ある 。 




















規則 第 11 条 第 2 項 第 1 号 及び 同 項 第 3 号 イ に 規定 され る 法人 の 実質 的 支配 
者 か ら 除 か れる 「 事 業 経営 を 実質 的 に 支配 する 意思 又は 能力 を 有 し て いな いこ 
と が 明らか な 場合 」 と は どの よう な 場合 を 指す か 。 





「 事 業 経営 を 実質 的 に 支配 する 意思 又は 能力 を 有 し て いな いこ と が 明 ら 
か な 場合 」 と は 、 例 えば 、 信 託 銀行 が 信託 勘定 を 通じ て 4 分 の 1 を 超え 
る 議決 権 等 を 有する 場合 、4 分 の 1 を 超え る 議決 権 等 を 有する 者 が 病気 
等 に より 支配 意思 を 欠く 場合 、4 分 の 1 を 超え る 議決 権 等 を 有する 者 が 
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名 義 上 の 保有 者 に 過ぎ ず 、 他 に 株 式 取得 資金 の 拠出 者 等 が いて 、 当 該 議 
決 権 等 を 有 し て いる 者 に 議決 権 行使 に 係る 決定 権 等 が な い 場 合 が 考え 
られ る 。 
この 場合 、 議 決 権 等 を 有する 者 の 主観 の み を 基 に 判断 され る も の で は な 
く 、 顧 客 等 が 、 当 該 者 の 属性 や 当該 者 と 顧客 等 と の 関係 性 等 の 客観 的 要 
素 を も 踏ま えた 上 で 判断 する 必要 が ある 。 
特定 事業 者 は 、 顧客 等 か ら 申 告 を 受け る 方 法 に より その 実質 的 支配 者 を 
確認 すれ ば 足り る が 、 そ の 知識 、 経 験 及び その 保有 すす る デー タベース 等 
に 照ら し て 合理 的 で な いと 認め られ る 者 を 実質 的 支配 者 と し て 申告 し 
て いる 場合 に は 、 正 確 な 申告 を 促す 必要 が ある 。 








規則 第 11 条 第 2 項 第 2 号 及び 同 項 第 3 号 品 の 「 出 資 、 融 資 、 取 引 そ の 他 の 
関係 を 通じ て 当該 法人 の 事業 活動 に 支配 的 な 影響 力 を 有 し て いる と 認め られ 
る 自然 人 」 と は 、 ど の よう な 者 を 指す か 。 





「 出 資 、 融 資 、 取 引 そ の 他 の 関係 を 通じ て 当該 法人 の 事業 活動 に 支配 的 
な 影響 力 を 有 し て いる と 認め られ る 自然 人 」 と は 、 例 えば 、 法 人 の 意思 
決定 に 支配 的 な 影響 力 を 有する 大 口 債権 者 や 取引 先 、 法人 の 意思 決定 機 
関 の 構 成員 の 過半 を 自社 か ら 派 遣 し て いる 上 場 企業 、 法 人 の 代表 権 を 有 
する 者 に 対し て 何ら か の 手段 に より 支配 的 な 影響 力 を 有 し て いる 自然 
人 が 考え られ る 。 

特定 事業 者 は 、 顧客 等 か ら 申 告 を 受け る 方 法 に より その 実質 的 支配 者 を 
確認 すれ ば 足り る が 、 そ の 知識 、 経 験 及び その 保有 すす る デー タベース 等 
に 照ら し て 合理 的 で な いと 認め られ る 者 を 実質 的 支配 者 と し て 申告 し 
て いる 場合 に は 、 正 確 な 申告 を 促す 必要 が ある 。 








資本 多数 決 法 人 以外 の 法人 に お ける 規則 第 11 条 第 2 項 第 3 号 イ 及び 同 号 ロ 
の 自然 人 が と も に 存在 する 場合 、 い ずれ が 実質 的 支配 者 と な る か 。 





顧客 等 は 、 両 者 と も に 実質 的 支配 者 と し て 申告 する こと と な る 。 

特定 事業 者 は 、 顧客 等 か ら 申 告 を 受け る 方 法 に より その 実質 的 支配 者 を 
確認 すれ ば 足り る が 、 そ の 知識 、 経 験 及び その 保有 すす る デー タベース 等 
に 照ら し て 合理 的 で な いと 認め られ る 者 を 実質 的 支配 者 と し て 申告 し 
て いる 場合 に は 、 正 確 な 申告 を 促す 必要 が ある 。 


2. 外国 PEPs 該 当 性 の 確認 








顧客 等 が 外国 PEP s で ある こと は 、 ど の よう に 確認 すれ ば よい か 。 





顧客 等 (既に 取引 関係 に ある 顧客 等 を 含む 。 以 下 同じ 。) が 外国 PEP 
s で ある こと の 確認 は 、 商業 用 デー タベース を 活用 し て 確認 する 方 法 の 
ほか 、 イ ンタ ーネット 等 の 公刊 情報 を 活用 し て 確認 する 方 法 、 顧 客 等 に 
申告 を 求め る 方 法 等 が 考え られ 、 特 定 事業 者 が その 事業 規模 や 顧客 層 を 
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踏ま えて 、 各 特定 事業 者 に お いて 合理 的 と 考え られ る 方 法 に より 行え ば 
足り る 。 








顧客 等 か ら 外国 PEPs 該 当 性 の 申告 が な され な い 場 合 に どこ まで の 確認 
義務 を 負う か 。 





顧客 等 か ら の 申告 が な され な い 場 合 、 必 ず し も 取引 謝絶 の 義務 が ある わ 
け で は な い が 、 顧 客 等 の 外国 PEPs 該 当 性 は 、 特 定 事 業者 に お いて 、 
取引 時 確認 に 関す る 事項 (職業 等 )、 取 引 の 態様 、 公 刊 情報 、 商 業 用 デ 
ー タ ベー ス 等 を 踏ま え 総合 的 に 判断 すべ き で ある 。 こ の 際 、 特 定 の 方 法 
を と る こと は 要 し な い が 、 例 えば 、 取 引 後に デー タベース その 他 で 確認 
を 行い 、 該 当 す る 場合 は 、 追 加 確認 を 行う こと も 手法 の 一 つと し て 考え 
られ る 。 

な お 、 正 当 な 理由 な く 申 告 に 応じ な い 場 合 に は 、 法 第 5 条 に 基づく 義務 
の 履行 の 拒否 及び 法 第 8 条 に 基づく 疑わ し い 取 引 の 届出 の 可能 性 を 検討 
する 必要 が ある 。 








顧客 等 に 外国 PEP s 該 当 性 の 裏付け 資料 を 求め る 必要 が ある か 。 





顧客 等 が 外国 PEP s で ある こと に つい て 、 顧客 等 に 何ら か の 裏付け 資 
料 を 求め る 必要 は な い 。 


3. 敷居 値 以下 に 分 割 さ れ た 取引 








「 敷 居 値 以下 で ある が 1 回 当たり の 取引 の 金額 を 減少 させ る た め に 一 の 取引 


を 分 割 し た も の で ある こと が 一 見 し て 明らか な 取引 」 は どの よう に 判断 する 





か 。 


その 該当 性 の 判断 は 、 特 定 事業 者 に お いて 、 当 該 取 引 の 態様 や 当該 特定 
事業 者 の 知識 、 経 験 、 商 慣行 を も と に 判断 され る も の で ある が 、 担 当 者 
や 支店 ご と に 行わ れる も の で は な く 、 特 定 事業 者 ご と に 行わ れる も の で 
ある た め 、 例 えば 、 顧 客 の 言動 等 に より 複数 の タイ ミン グ や 複数 の 支店 
に お ける 一 連 の 取引 が これ に 該当 する 場合 も ある 。 ま た 、 窓 口 に お ける 
従業 員 の 気付 き に 基づく 判断 、 そ の 上 席 者 に よる 判断 、 シ ステ ム に よる 
検知 等 が 考え られ る が 、 一 律 に シス テム の 整備 が 求め られ る も の で は な 
い 。 

な お 、 該 当 す る も の と し て 、 例 えば 、① 顧 客 か ら 現 金 で 12 万 円 の 振込 
み を 依頼 され た た め 、 取 引 時 確認 を 実施 し よう と し た と ころ 、 顧客 が 6 
万 円 の 振込 み を 2 回 行う よう 依頼 を 変更 し た 場合 に お ける 当該 2 回 の 
取引 、② 顧 客 か ら 300 万 円 を 外貨 に 両替 する よう 依頼 され た た め 、 取 引 
時 確認 を 実施 し よう と し た と ころ 、150 万 円 を 2 回 に 分 け て 両替 する よ 
う 依頼 を 変更 し た 場合 に お ける 当該 2 回 の 両替 、 と いっ た 取引 が 考え ら 
れる 。 











※ 25% の 
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資本 多数 決 法 人 の 場合 





mm atts 村上 自 人 が 実質 有志 


ピー ニー 質 支 配 す る 意思 又は 能 
























































いな い 又は すし て いな いこ と が 明らか な 場合 又 1 の 
代表 者 等 が 然るべき 確認 を し て も や む 自然 人 が 議決 権 の 5096 超 を 直接 又は 間接 
を 得 な い 理由 に より 把握 で き な い NR 





出資 ・ 融 資 ・ 取 引 そ の 他 の 関 
係 を 通じ て 事業 活動 に 支配 
的 な 影響 力 を 有する と 認め 
られ る 自然 人 が いる か 


いる 
匠 = 当該 自然 人 が 実質 的 支配 才 
いな い 又は 


代表 者 等 が 然るべき 確認 を し て も や む 
を 得 な い 理 由 に より 把握 で き な い 









法人 を 代表 し 、 そ の 業務 を 執行 


する 自然 人 が 実質 的 支配 者 


計算 に 当たっ て は 、 直 接 保有 、 間接 保有 の 合計 と する 。 
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資本 多数 決 法人 以外 の 場合 





法人 の 収益 又は 財産 の 総 いる 
額 の 25% 超 の 収益 の 配当 又 当該 自然 人 が 実質 的 支配 者 
は 財産 の 分 配 を 受け る 権利 


を 有する 自然 人 が いる か 事業 経営 を 実質 支配 する 意思 又は 能力 を 
有 し て いな いこ と が 明らか な 場合 又は 収益 
若しくは 財産 の 総額 の 50% 超 の 収益 の 配 
又は 当 若しくは 財産 の 分 配 を 受 ( ER 

て いる 他 の 自然 人 が ある 場合 を 


my ean JWA 
いな い 又は 


代表 者 等 が 然るべき 確認 を し て も や む 
を 得 な い 理由 に より 把握 で き な い 





























出資 ・ 融 資 ・ 取 引 そ の 他 の 関 
係 を 通じ て 事業 活動 に 支配 





的 な 影響 力 を 有する と 認め 
られ る 自然 人 が いる か 








法人 を 代表 し 、 そ の 業務 を 執行 


する 自然 人 が 実質 的 支配 者 


